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救急医療システムにおける病院船の地域間連携による圏域の可視化について

１．研究背景と目的

　救急医療業務は、現在、国民の生活・生命を守る

上で不可欠なサービスとして国民生活に定着してい

る。救急医療において患者の生存率を改善するには

治療開始時間を出来るだけ早める必要がある。これ

に焦点をあてると、医師が救急車両に同乗するドク

ターカー*1)やドクターヘリ*2)はもとより今後の検討

課題として関心が持たれている病院船の場合、救急

現場に到着後、直ちに初期治療の開始ができ、医療

行為を続けながら患者搬送が可能と考えられる。

　病院船は「平成25年3月 災害時多目的船（病院

船）に関する調査・検討報告書」ⅰ)によると、海か

らのアプローチについて、これまで陸上からのアプ

ローチに比して検討が遅れがちであり、災害対応上

の手段としての船舶の活用を見ると、防災計画など

において決して主要な位置を占めているとは言えな

い。しかしながら、船舶の輸送力、船舶の有する多

目的に利用可能な空間、ライフライン機能の搭載や

備蓄機能等の船舶の自己完結性に鑑みれば、様々な

役割が期待される。地震や津波・洪水など広域自然

災害が発生した際には、あらゆる手段を総動員する

事が求められ、陸海空それぞれから被災地にアプ

ローチし、負傷者の救命、災害応急対策や被災地の

復旧などを早期に実現することが必要である。日本

では大規模な自然災害に対応できる医療機能を専用

とする病院船は存在しない。しかし、医療機能を有

する船舶として、海上自衛隊の輸送艦、補給艦等

(12隻)及び、海上保安庁の巡視船(2隻)があり、災

害対応を目的とする病院船ではなく、瀬戸内海巡回

診療船「済生丸」が稼動している（図1,表1）。

　以上を踏まえて、前述の災害が首都圏を中心に発

生した際、陸路の搬送が困難になることに備え、救

急医療の有効な圏域を距離に基づき可視化する。こ

れにより、東京湾に囲まれた複数の行政単位にまた

がる相互の補助・共同運用システムを提案すをもと

に、広域災害の備えと連動した救急医療のドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設と

の地域間連携による施設適正配置を検討するための

有効圏域の提示を目的とする。

２.既往研究

　ドクターカーシステムに関連して、ドクターカー

システムの先進的事例として千葉県船橋市における

ドクターカーペア出動システムの現状を明らかに

し、救急と医療との施設関連のガイドラインを提示

した（1994）［1］。

　千葉県千葉市における救急出動に関するデータを

もとに、救急医療情報システムによる有効性を出動

圏域の面積から明らかにした（2010）[2]。

 ドクターヘリに関連して、日本におけるドクター

ヘリ事業が模範しているミュンヘンモデル *3) を用

いて、日本医科大学千葉北総病院を中心とした千葉

県におけるドクターヘリと救急車両の連携の可視化

を行った（2013）[3]。

　病院船に関連して、東京湾沿岸部を対象地域とし

た病院船の配備や拠点における配置計画のガイドラ

インを提示した（2013）[4]。

　また、2つのシミュレーション分析からなる病院

船の有効圏域の可視化を行った（2014）[5]。

　参考文献ⅱ) においてわが国の病院船とその構想に

ついて病院船の規格や運営に関する検討を行ってい

る。コンピューター外科ⅲ) の領域でも病院船の導入

や配置計画を検討し成果を得ている。

　本稿は、東京湾を中心にとらえた地域単位での連

携による有効圏域の把握するとともに、災害時だけ

でなく平時の活用としても地域との連動が重要であ

ると考えられる。

　以上より、病院船・ドクターヘリ・ドクターカー

と救急医療関連施設との地域間連携による施設適正

配置を検討するための有効圏域の提示を目的とす

る。

３.研究対象地域

　本稿では、東京湾及び海域に位置する東京都・千

葉県・神奈川県を対象地域とする（図２）。

　北総病院は2001年10月1日にドクターヘリの運航

を開始し、千葉県のみならず茨城県と協定を結び同

県の南部地域までを飛行範囲としている。

本稿では、北総病院の出動記録*4)より得られた飛行

範囲を研究対象地域とする。また、2009年1月19日

より千葉県の君津中央病院でも配備されている（図

３）。

４.出動形式

４.１.ドクターヘリの出動形式

　ランデブーポイント(以下：ＲＰ)*5)における医師

と患者の早期接触が、初期治療の開始を早め、救命

率の向上に繋がることから、ドクターヘリ出動にお

いて欠かすことの出来ない救急車両とのランデブー

方式を採用している。

４．２.病院船の出動形式のシミュレーション条件

　ドクターヘリと救急車両とのランデブー方式をも

とに病院船と救急車両との出動形式を示す。消防本

部指令センターから同時に要請し、病院船は現場到

着とともに、初期治療を開始でき搬送中も治療を続

ける。一方、救急車両はＲＰである病院船拠点場所

に病院船到着前に到着し、円滑な患者の受け渡しが

可能である（図４）。

５. 分析手法の概要

　救急車両は地理的条件や道路網による影響や制約

を大きく受けていることから道路網を地域空間情報

としてとらえ、道路網を考慮した分析を行う必要が

ある。この分析は、ArcGIS*6)を用いて救急医療情報

システムにおける地域空間情報と関連した出動圏域

の可視化を行う。

　なお、本研究では国土地理院刊行の『数値地図　

25000（空間データ基盤）』を用いる。

　ドクターヘリがＲＰに到着するまでの時間は、基

地病院からの距離により大きく異なることから、各

市町村別にドクターヘリの飛行時間を算出する。

　救急医療業務における連動性を考慮した分析を行

う必要がある。この分析は、異なる病院船拠点想定

場所による2つのタイプのシミュレーションを行い、

それぞれの有効な医療圏域を可視化する。

(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効性

　病院から病院搬送における救急車両の有効圏域を

可視化する。その有効圏域内の病院から近い海岸線

上を病院船拠点想定場所として、東京湾における病

院船の有効圏域の可視化を行う（図５）。

(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効性

　現在、利用されている船着き場の施設（漁港・港

湾・フェリー乗り場）を病院船拠点想定場所として、

施設から病院搬送における救急車両の有効圏域を可

視化する。その有効圏域内に病院がある施設から、

東京湾における病院船の有効圏域の可視化を行う

（図６）。

６.分析条件

６．１.救急車両の有効圏域の算出法　　　　　　

　千葉県千葉市における救急車両の平均速度は

「0.43 ㎞ /min」である。

　また、カーラーの救命曲線から、本稿における時

間的指標として 5( 分 ) と設定する。

　上記より算出した 2.15 ㎞圏内が海岸線における

救急車両で病院に搬送する有効圏域として可視化を

行う。

６．２.病院船の有効圏域の算出法

　病院船の平均速度は、現在日本で使われている巡

視船の 40 ノット（72 ㎞ /h）と設定する（表２）。

　また、ドクターヘリ・ドクターカーとの連携を考

え、病院船での初期治療開始時間として、ミュンヘ

ンモデルを用いて、時間的指標を 15( 分 ) と設定す

る。

　上記より、算出した 9㎞圏内を東京湾における病

院船の有効圏域として可視化を行う。

７.分析結果・考察

７．１.分析手法(Ⅰ)(Ⅱ)について

　病院を中心とした圏域の算出法では、病院から救

急車両の圏域の広がりに対して、既存の船着場を中

心とした圏域の算出法では病院船の拠点となる想定

場所として、現在利用されている船着場から救急車

両の圏域が広がりをもつ (図５,６)。

７．２.東京湾全域の(Ⅰ)(Ⅱ)について

　(Ⅰ)では、東京湾全域に有効圏域が広がっており、

千葉県と神奈川県では病院船の有効圏域が多重に重

なっていることから、一つの病院船の拠点から複数

の病院に搬送することが可能である。また、一つに

病院船の拠点を集約せずに、複数に拠点を計画した

場合、災害時に一つの拠点が使用が不可能となるに

しても、近隣の拠点から救急活動が可能である(図

７)。

　(Ⅱ)では、東京都、神奈川県の有効圏域では、沿

岸域に広がりが確認できる。千葉県は病院船の拠点

になりうる場所が少なく、千葉県南西部では圏域の

図１　瀬戸内海巡回診療船「済生丸」
http://www.okayamasaiseikai.or.jp/saiseimaru_cal/about/index_html

広がりが狭いことがわかる。しかし、対岸である神

奈川県の病院船拠点からの圏域が広がっていること

から、県を越えた救急活動がにより、有効圏域が広

がる可能性をもつ。(Ⅰ)同様に圏域が重なり合って

いるところでは、一つの病院船の拠点から複数の病

院へ搬送することができ、近くにある拠点では、お

互いに補助し合うことが可能であると考えられる

(図８)。

７．３.ドクターヘリ・救急車両について

　北総病院のドクターヘリの出動記録からドクター

ヘリによる飛行圏内のガイドライン60㎞において、

40㎞～50㎞圏内は覚知してから25分以内の到着が可

能であり、君津中央病院からの飛行圏域は、千葉県

だけでなく東京湾沿岸部の病院に搬送できる可能性

があると考えられる。また、千葉市・船橋市ではド

クターカーシステムの導入により、ドクターヘリよ

りドクターカーや救急車両での搬送が有効であると

いえる。

そのため、(Ⅱ)での千葉みなと港・千葉港湾船橋港

での病院船拠点との連携によりスムーズな搬送が可

能であると考えられる。

８.まとめ

　(Ⅰ)では、新しく病院船の拠点と可能であると考

えられる、施設配置の提案を行った。(Ⅱ)での千葉

県の有効圏域が狭い。このことから、新たに必要な

配置場所の検討を行うことが可能となった。(Ⅱ)で

は、既存の船着場を病院船の拠点に利用するため

(Ⅰ)に比べて圏域内の病院や拠点の数が少なく、よ

り現実的な連携が可能であり、検討結果より病院

船・ドクターヘリと救急車両による連携図の作成を

することができた(図９,表３)。

　このことにより、異なる病院の船拠点による、2

つのタイプのシミュレーションにより、東京湾にお

ける病院船の有効圏域の可視化を行い、ドクターヘ

リと救急車両の実態圏域と重ね合わせることで病院

船・ドクターヘリと救急車両との地域間連携による

特性を分析し、比較・考察することができた。

　以上により、広域災害の備えと連動したドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設の

連携、また、東京都、千葉県、神奈川県との地域間

連携による東京湾における病院船を拠点とした施設

の適正配置を検討するための有効圏域の基礎資料を

提示することができた。

論文Ｒ１８

船形 球状型船首、バウススラスター装備、2基2軸船

材質 銅製及びアルミ合金製（上甲板以上）

全長 33ｍ

垂線間長 28ｍ

型巾 7ｍ

型深 3ｍ

満載喫水 2ｍ

総トン数 166トン

主機 ヤンマーディーゼル機関　500PS

発電機関 ヤンマーディーゼル　100PS　2基

発電機 80KVA×AC225V×60HZ×3φ

航海速力 12ノット

定員 船員5人、診療班12人、その他12人

表 1　済生丸三世号の規格
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本稿では、北総病院の出動記録*4)より得られた飛行

範囲を研究対象地域とする。また、2009年1月19日

より千葉県の君津中央病院でも配備されている（図

３）。

４.出動形式

４.１.ドクターヘリの出動形式

　ランデブーポイント(以下：ＲＰ)*5)における医師

と患者の早期接触が、初期治療の開始を早め、救命

率の向上に繋がることから、ドクターヘリ出動にお

いて欠かすことの出来ない救急車両とのランデブー

方式を採用している。

４．２.病院船の出動形式のシミュレーション条件

　ドクターヘリと救急車両とのランデブー方式をも

とに病院船と救急車両との出動形式を示す。消防本

部指令センターから同時に要請し、病院船は現場到

着とともに、初期治療を開始でき搬送中も治療を続

ける。一方、救急車両はＲＰである病院船拠点場所

に病院船到着前に到着し、円滑な患者の受け渡しが

可能である（図４）。
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図４　病院船の出動形式

５. 分析手法の概要

　救急車両は地理的条件や道路網による影響や制約

を大きく受けていることから道路網を地域空間情報

としてとらえ、道路網を考慮した分析を行う必要が

ある。この分析は、ArcGIS*6)を用いて救急医療情報

システムにおける地域空間情報と関連した出動圏域

の可視化を行う。

　なお、本研究では国土地理院刊行の『数値地図　

25000（空間データ基盤）』を用いる。

　ドクターヘリがＲＰに到着するまでの時間は、基

地病院からの距離により大きく異なることから、各

市町村別にドクターヘリの飛行時間を算出する。

　救急医療業務における連動性を考慮した分析を行

う必要がある。この分析は、異なる病院船拠点想定

場所による2つのタイプのシミュレーションを行い、

それぞれの有効な医療圏域を可視化する。

(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効性

　病院から病院搬送における救急車両の有効圏域を

可視化する。その有効圏域内の病院から近い海岸線

上を病院船拠点想定場所として、東京湾における病

院船の有効圏域の可視化を行う（図５）。

(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効性

　現在、利用されている船着き場の施設（漁港・港

湾・フェリー乗り場）を病院船拠点想定場所として、

施設から病院搬送における救急車両の有効圏域を可

視化する。その有効圏域内に病院がある施設から、

東京湾における病院船の有効圏域の可視化を行う

（図６）。

６.分析条件

６．１.救急車両の有効圏域の算出法　　　　　　

　千葉県千葉市における救急車両の平均速度は

「0.43 ㎞ /min」である。

　また、カーラーの救命曲線から、本稿における時

間的指標として 5( 分 ) と設定する。

　上記より算出した 2.15 ㎞圏内が海岸線における

救急車両で病院に搬送する有効圏域として可視化を

行う。

６．２.病院船の有効圏域の算出法

　病院船の平均速度は、現在日本で使われている巡

視船の 40 ノット（72 ㎞ /h）と設定する（表２）。

　また、ドクターヘリ・ドクターカーとの連携を考

え、病院船での初期治療開始時間として、ミュンヘ

ンモデルを用いて、時間的指標を 15( 分 ) と設定す

る。

　上記より、算出した 9㎞圏内を東京湾における病

院船の有効圏域として可視化を行う。

７.分析結果・考察

７．１.分析手法(Ⅰ)(Ⅱ)について

　病院を中心とした圏域の算出法では、病院から救

急車両の圏域の広がりに対して、既存の船着場を中

心とした圏域の算出法では病院船の拠点となる想定

場所として、現在利用されている船着場から救急車

両の圏域が広がりをもつ (図５,６)。

７．２.東京湾全域の(Ⅰ)(Ⅱ)について

　(Ⅰ)では、東京湾全域に有効圏域が広がっており、

千葉県と神奈川県では病院船の有効圏域が多重に重

なっていることから、一つの病院船の拠点から複数

の病院に搬送することが可能である。また、一つに

病院船の拠点を集約せずに、複数に拠点を計画した

場合、災害時に一つの拠点が使用が不可能となるに

しても、近隣の拠点から救急活動が可能である(図

７)。

　(Ⅱ)では、東京都、神奈川県の有効圏域では、沿

岸域に広がりが確認できる。千葉県は病院船の拠点

になりうる場所が少なく、千葉県南西部では圏域の
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図３　ドクターヘリにおける研究対象地域

広がりが狭いことがわかる。しかし、対岸である神

奈川県の病院船拠点からの圏域が広がっていること

から、県を越えた救急活動がにより、有効圏域が広

がる可能性をもつ。(Ⅰ)同様に圏域が重なり合って

いるところでは、一つの病院船の拠点から複数の病

院へ搬送することができ、近くにある拠点では、お

互いに補助し合うことが可能であると考えられる

(図８)。

７．３.ドクターヘリ・救急車両について

　北総病院のドクターヘリの出動記録からドクター

ヘリによる飛行圏内のガイドライン60㎞において、

40㎞～50㎞圏内は覚知してから25分以内の到着が可

能であり、君津中央病院からの飛行圏域は、千葉県

だけでなく東京湾沿岸部の病院に搬送できる可能性

があると考えられる。また、千葉市・船橋市ではド

クターカーシステムの導入により、ドクターヘリよ

りドクターカーや救急車両での搬送が有効であると

いえる。

そのため、(Ⅱ)での千葉みなと港・千葉港湾船橋港

での病院船拠点との連携によりスムーズな搬送が可

能であると考えられる。

８.まとめ

　(Ⅰ)では、新しく病院船の拠点と可能であると考

えられる、施設配置の提案を行った。(Ⅱ)での千葉

県の有効圏域が狭い。このことから、新たに必要な

配置場所の検討を行うことが可能となった。(Ⅱ)で

は、既存の船着場を病院船の拠点に利用するため

(Ⅰ)に比べて圏域内の病院や拠点の数が少なく、よ

り現実的な連携が可能であり、検討結果より病院

船・ドクターヘリと救急車両による連携図の作成を

することができた(図９,表３)。

　このことにより、異なる病院の船拠点による、2

つのタイプのシミュレーションにより、東京湾にお

ける病院船の有効圏域の可視化を行い、ドクターヘ

リと救急車両の実態圏域と重ね合わせることで病院

船・ドクターヘリと救急車両との地域間連携による

特性を分析し、比較・考察することができた。

　以上により、広域災害の備えと連動したドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設の

連携、また、東京都、千葉県、神奈川県との地域間

連携による東京湾における病院船を拠点とした施設

の適正配置を検討するための有効圏域の基礎資料を

提示することができた。
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１．研究背景と目的

　救急医療業務は、現在、国民の生活・生命を守る

上で不可欠なサービスとして国民生活に定着してい

る。救急医療において患者の生存率を改善するには

治療開始時間を出来るだけ早める必要がある。これ

に焦点をあてると、医師が救急車両に同乗するドク

ターカー*1)やドクターヘリ*2)はもとより今後の検討

課題として関心が持たれている病院船の場合、救急

現場に到着後、直ちに初期治療の開始ができ、医療

行為を続けながら患者搬送が可能と考えられる。

　病院船は「平成25年3月 災害時多目的船（病院

船）に関する調査・検討報告書」ⅰ)によると、海か

らのアプローチについて、これまで陸上からのアプ

ローチに比して検討が遅れがちであり、災害対応上

の手段としての船舶の活用を見ると、防災計画など

において決して主要な位置を占めているとは言えな

い。しかしながら、船舶の輸送力、船舶の有する多

目的に利用可能な空間、ライフライン機能の搭載や

備蓄機能等の船舶の自己完結性に鑑みれば、様々な

役割が期待される。地震や津波・洪水など広域自然

災害が発生した際には、あらゆる手段を総動員する

事が求められ、陸海空それぞれから被災地にアプ

ローチし、負傷者の救命、災害応急対策や被災地の

復旧などを早期に実現することが必要である。日本

では大規模な自然災害に対応できる医療機能を専用

とする病院船は存在しない。しかし、医療機能を有

する船舶として、海上自衛隊の輸送艦、補給艦等

(12隻)及び、海上保安庁の巡視船(2隻)があり、災

害対応を目的とする病院船ではなく、瀬戸内海巡回

診療船「済生丸」が稼動している（図1,表1）。

　以上を踏まえて、前述の災害が首都圏を中心に発

生した際、陸路の搬送が困難になることに備え、救

急医療の有効な圏域を距離に基づき可視化する。こ

れにより、東京湾に囲まれた複数の行政単位にまた

がる相互の補助・共同運用システムを提案すをもと

に、広域災害の備えと連動した救急医療のドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設と

の地域間連携による施設適正配置を検討するための

有効圏域の提示を目的とする。

２.既往研究

　ドクターカーシステムに関連して、ドクターカー

システムの先進的事例として千葉県船橋市における

ドクターカーペア出動システムの現状を明らかに

し、救急と医療との施設関連のガイドラインを提示

した（1994）［1］。

　千葉県千葉市における救急出動に関するデータを

もとに、救急医療情報システムによる有効性を出動

圏域の面積から明らかにした（2010）[2]。

 ドクターヘリに関連して、日本におけるドクター

ヘリ事業が模範しているミュンヘンモデル *3) を用

いて、日本医科大学千葉北総病院を中心とした千葉

県におけるドクターヘリと救急車両の連携の可視化

を行った（2013）[3]。

　病院船に関連して、東京湾沿岸部を対象地域とし

た病院船の配備や拠点における配置計画のガイドラ

インを提示した（2013）[4]。

　また、2つのシミュレーション分析からなる病院

船の有効圏域の可視化を行った（2014）[5]。

　参考文献ⅱ) においてわが国の病院船とその構想に

ついて病院船の規格や運営に関する検討を行ってい

る。コンピューター外科ⅲ) の領域でも病院船の導入

や配置計画を検討し成果を得ている。

　本稿は、東京湾を中心にとらえた地域単位での連

携による有効圏域の把握するとともに、災害時だけ

でなく平時の活用としても地域との連動が重要であ

ると考えられる。

　以上より、病院船・ドクターヘリ・ドクターカー

と救急医療関連施設との地域間連携による施設適正

配置を検討するための有効圏域の提示を目的とす

る。

３.研究対象地域

　本稿では、東京湾及び海域に位置する東京都・千

葉県・神奈川県を対象地域とする（図２）。

　北総病院は2001年10月1日にドクターヘリの運航

を開始し、千葉県のみならず茨城県と協定を結び同

県の南部地域までを飛行範囲としている。

本稿では、北総病院の出動記録*4)より得られた飛行

範囲を研究対象地域とする。また、2009年1月19日

より千葉県の君津中央病院でも配備されている（図

３）。

４.出動形式

４.１.ドクターヘリの出動形式

　ランデブーポイント(以下：ＲＰ)*5)における医師

と患者の早期接触が、初期治療の開始を早め、救命

率の向上に繋がることから、ドクターヘリ出動にお

いて欠かすことの出来ない救急車両とのランデブー

方式を採用している。

４．２.病院船の出動形式のシミュレーション条件

　ドクターヘリと救急車両とのランデブー方式をも

とに病院船と救急車両との出動形式を示す。消防本

部指令センターから同時に要請し、病院船は現場到

着とともに、初期治療を開始でき搬送中も治療を続

ける。一方、救急車両はＲＰである病院船拠点場所

に病院船到着前に到着し、円滑な患者の受け渡しが

可能である（図４）。
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５. 分析手法の概要

　救急車両は地理的条件や道路網による影響や制約

を大きく受けていることから道路網を地域空間情報

としてとらえ、道路網を考慮した分析を行う必要が

ある。この分析は、ArcGIS*6)を用いて救急医療情報

システムにおける地域空間情報と関連した出動圏域

の可視化を行う。

　なお、本研究では国土地理院刊行の『数値地図　

25000（空間データ基盤）』を用いる。

　ドクターヘリがＲＰに到着するまでの時間は、基

地病院からの距離により大きく異なることから、各

市町村別にドクターヘリの飛行時間を算出する。

　救急医療業務における連動性を考慮した分析を行

う必要がある。この分析は、異なる病院船拠点想定

場所による2つのタイプのシミュレーションを行い、

それぞれの有効な医療圏域を可視化する。

(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効性

　病院から病院搬送における救急車両の有効圏域を

可視化する。その有効圏域内の病院から近い海岸線

上を病院船拠点想定場所として、東京湾における病

院船の有効圏域の可視化を行う（図５）。

(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効性

　現在、利用されている船着き場の施設（漁港・港

湾・フェリー乗り場）を病院船拠点想定場所として、

施設から病院搬送における救急車両の有効圏域を可

視化する。その有効圏域内に病院がある施設から、

東京湾における病院船の有効圏域の可視化を行う

（図６）。

６.分析条件

６．１.救急車両の有効圏域の算出法　　　　　　

　千葉県千葉市における救急車両の平均速度は

「0.43 ㎞ /min」である。

　また、カーラーの救命曲線から、本稿における時

間的指標として 5( 分 ) と設定する。

　上記より算出した 2.15 ㎞圏内が海岸線における

救急車両で病院に搬送する有効圏域として可視化を

行う。

６．２.病院船の有効圏域の算出法

　病院船の平均速度は、現在日本で使われている巡

視船の 40 ノット（72 ㎞ /h）と設定する（表２）。

　また、ドクターヘリ・ドクターカーとの連携を考

え、病院船での初期治療開始時間として、ミュンヘ

ンモデルを用いて、時間的指標を 15( 分 ) と設定す

る。

　上記より、算出した 9㎞圏内を東京湾における病

院船の有効圏域として可視化を行う。

７.分析結果・考察

７．１.分析手法(Ⅰ)(Ⅱ)について

　病院を中心とした圏域の算出法では、病院から救

急車両の圏域の広がりに対して、既存の船着場を中

心とした圏域の算出法では病院船の拠点となる想定

場所として、現在利用されている船着場から救急車

両の圏域が広がりをもつ (図５,６)。

７．２.東京湾全域の(Ⅰ)(Ⅱ)について

　(Ⅰ)では、東京湾全域に有効圏域が広がっており、

千葉県と神奈川県では病院船の有効圏域が多重に重

なっていることから、一つの病院船の拠点から複数

の病院に搬送することが可能である。また、一つに

病院船の拠点を集約せずに、複数に拠点を計画した

場合、災害時に一つの拠点が使用が不可能となるに

しても、近隣の拠点から救急活動が可能である(図

７)。

　(Ⅱ)では、東京都、神奈川県の有効圏域では、沿

岸域に広がりが確認できる。千葉県は病院船の拠点

になりうる場所が少なく、千葉県南西部では圏域の

表２　日本の巡視船の規格

巡視船 ほたか さろま おいらせ かりば
全長 50ｍ 46ｍ 56ｍ 46ｍ
全幅 8ｍ 7.5ｍ 8.5ｍ 7.5ｍ
速度 40ノット以上 35ノット 35ノット以上 35ノット

広がりが狭いことがわかる。しかし、対岸である神

奈川県の病院船拠点からの圏域が広がっていること

から、県を越えた救急活動がにより、有効圏域が広

がる可能性をもつ。(Ⅰ)同様に圏域が重なり合って

いるところでは、一つの病院船の拠点から複数の病

院へ搬送することができ、近くにある拠点では、お

互いに補助し合うことが可能であると考えられる

(図８)。

７．３.ドクターヘリ・救急車両について

　北総病院のドクターヘリの出動記録からドクター

ヘリによる飛行圏内のガイドライン60㎞において、

40㎞～50㎞圏内は覚知してから25分以内の到着が可

能であり、君津中央病院からの飛行圏域は、千葉県

だけでなく東京湾沿岸部の病院に搬送できる可能性

があると考えられる。また、千葉市・船橋市ではド

クターカーシステムの導入により、ドクターヘリよ

りドクターカーや救急車両での搬送が有効であると

いえる。

そのため、(Ⅱ)での千葉みなと港・千葉港湾船橋港

での病院船拠点との連携によりスムーズな搬送が可

能であると考えられる。

８.まとめ

　(Ⅰ)では、新しく病院船の拠点と可能であると考

えられる、施設配置の提案を行った。(Ⅱ)での千葉

県の有効圏域が狭い。このことから、新たに必要な

配置場所の検討を行うことが可能となった。(Ⅱ)で

は、既存の船着場を病院船の拠点に利用するため

(Ⅰ)に比べて圏域内の病院や拠点の数が少なく、よ

り現実的な連携が可能であり、検討結果より病院

船・ドクターヘリと救急車両による連携図の作成を

することができた(図９,表３)。

　このことにより、異なる病院の船拠点による、2

つのタイプのシミュレーションにより、東京湾にお

ける病院船の有効圏域の可視化を行い、ドクターヘ

リと救急車両の実態圏域と重ね合わせることで病院

船・ドクターヘリと救急車両との地域間連携による

特性を分析し、比較・考察することができた。

　以上により、広域災害の備えと連動したドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設の

連携、また、東京都、千葉県、神奈川県との地域間

連携による東京湾における病院船を拠点とした施設

の適正配置を検討するための有効圏域の基礎資料を

提示することができた。
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１．研究背景と目的

　救急医療業務は、現在、国民の生活・生命を守る

上で不可欠なサービスとして国民生活に定着してい

る。救急医療において患者の生存率を改善するには

治療開始時間を出来るだけ早める必要がある。これ

に焦点をあてると、医師が救急車両に同乗するドク

ターカー*1)やドクターヘリ*2)はもとより今後の検討

課題として関心が持たれている病院船の場合、救急

現場に到着後、直ちに初期治療の開始ができ、医療

行為を続けながら患者搬送が可能と考えられる。

　病院船は「平成25年3月 災害時多目的船（病院

船）に関する調査・検討報告書」ⅰ)によると、海か

らのアプローチについて、これまで陸上からのアプ

ローチに比して検討が遅れがちであり、災害対応上

の手段としての船舶の活用を見ると、防災計画など

において決して主要な位置を占めているとは言えな

い。しかしながら、船舶の輸送力、船舶の有する多

目的に利用可能な空間、ライフライン機能の搭載や

備蓄機能等の船舶の自己完結性に鑑みれば、様々な

役割が期待される。地震や津波・洪水など広域自然

災害が発生した際には、あらゆる手段を総動員する

事が求められ、陸海空それぞれから被災地にアプ

ローチし、負傷者の救命、災害応急対策や被災地の

復旧などを早期に実現することが必要である。日本

では大規模な自然災害に対応できる医療機能を専用

とする病院船は存在しない。しかし、医療機能を有

する船舶として、海上自衛隊の輸送艦、補給艦等

(12隻)及び、海上保安庁の巡視船(2隻)があり、災

害対応を目的とする病院船ではなく、瀬戸内海巡回

診療船「済生丸」が稼動している（図1,表1）。

　以上を踏まえて、前述の災害が首都圏を中心に発

生した際、陸路の搬送が困難になることに備え、救

急医療の有効な圏域を距離に基づき可視化する。こ

れにより、東京湾に囲まれた複数の行政単位にまた

がる相互の補助・共同運用システムを提案すをもと

に、広域災害の備えと連動した救急医療のドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設と

の地域間連携による施設適正配置を検討するための

有効圏域の提示を目的とする。

２.既往研究

　ドクターカーシステムに関連して、ドクターカー

システムの先進的事例として千葉県船橋市における

ドクターカーペア出動システムの現状を明らかに

し、救急と医療との施設関連のガイドラインを提示

した（1994）［1］。

　千葉県千葉市における救急出動に関するデータを

もとに、救急医療情報システムによる有効性を出動

圏域の面積から明らかにした（2010）[2]。

 ドクターヘリに関連して、日本におけるドクター

ヘリ事業が模範しているミュンヘンモデル *3) を用

いて、日本医科大学千葉北総病院を中心とした千葉

県におけるドクターヘリと救急車両の連携の可視化

を行った（2013）[3]。

　病院船に関連して、東京湾沿岸部を対象地域とし

た病院船の配備や拠点における配置計画のガイドラ

インを提示した（2013）[4]。

　また、2つのシミュレーション分析からなる病院

船の有効圏域の可視化を行った（2014）[5]。

　参考文献ⅱ) においてわが国の病院船とその構想に

ついて病院船の規格や運営に関する検討を行ってい

る。コンピューター外科ⅲ) の領域でも病院船の導入

や配置計画を検討し成果を得ている。

　本稿は、東京湾を中心にとらえた地域単位での連

携による有効圏域の把握するとともに、災害時だけ

でなく平時の活用としても地域との連動が重要であ

ると考えられる。

　以上より、病院船・ドクターヘリ・ドクターカー

と救急医療関連施設との地域間連携による施設適正

配置を検討するための有効圏域の提示を目的とす

る。

３.研究対象地域

　本稿では、東京湾及び海域に位置する東京都・千

葉県・神奈川県を対象地域とする（図２）。

　北総病院は2001年10月1日にドクターヘリの運航

を開始し、千葉県のみならず茨城県と協定を結び同

県の南部地域までを飛行範囲としている。

本稿では、北総病院の出動記録*4)より得られた飛行

範囲を研究対象地域とする。また、2009年1月19日

より千葉県の君津中央病院でも配備されている（図

３）。

４.出動形式

４.１.ドクターヘリの出動形式

　ランデブーポイント(以下：ＲＰ)*5)における医師

と患者の早期接触が、初期治療の開始を早め、救命

率の向上に繋がることから、ドクターヘリ出動にお

いて欠かすことの出来ない救急車両とのランデブー

方式を採用している。

４．２.病院船の出動形式のシミュレーション条件

　ドクターヘリと救急車両とのランデブー方式をも

とに病院船と救急車両との出動形式を示す。消防本

部指令センターから同時に要請し、病院船は現場到

着とともに、初期治療を開始でき搬送中も治療を続

ける。一方、救急車両はＲＰである病院船拠点場所

に病院船到着前に到着し、円滑な患者の受け渡しが

可能である（図４）。

５. 分析手法の概要

　救急車両は地理的条件や道路網による影響や制約

を大きく受けていることから道路網を地域空間情報

としてとらえ、道路網を考慮した分析を行う必要が

ある。この分析は、ArcGIS*6)を用いて救急医療情報

システムにおける地域空間情報と関連した出動圏域

の可視化を行う。

　なお、本研究では国土地理院刊行の『数値地図　

25000（空間データ基盤）』を用いる。

　ドクターヘリがＲＰに到着するまでの時間は、基

地病院からの距離により大きく異なることから、各

市町村別にドクターヘリの飛行時間を算出する。

　救急医療業務における連動性を考慮した分析を行

う必要がある。この分析は、異なる病院船拠点想定

場所による2つのタイプのシミュレーションを行い、

それぞれの有効な医療圏域を可視化する。

(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効性

　病院から病院搬送における救急車両の有効圏域を

可視化する。その有効圏域内の病院から近い海岸線

上を病院船拠点想定場所として、東京湾における病

院船の有効圏域の可視化を行う（図５）。

(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効性

　現在、利用されている船着き場の施設（漁港・港

湾・フェリー乗り場）を病院船拠点想定場所として、

施設から病院搬送における救急車両の有効圏域を可

視化する。その有効圏域内に病院がある施設から、

東京湾における病院船の有効圏域の可視化を行う

（図６）。

６.分析条件

６．１.救急車両の有効圏域の算出法　　　　　　

　千葉県千葉市における救急車両の平均速度は

「0.43 ㎞ /min」である。

　また、カーラーの救命曲線から、本稿における時

間的指標として 5( 分 ) と設定する。

　上記より算出した 2.15 ㎞圏内が海岸線における

救急車両で病院に搬送する有効圏域として可視化を

行う。

６．２.病院船の有効圏域の算出法

　病院船の平均速度は、現在日本で使われている巡

視船の 40 ノット（72 ㎞ /h）と設定する（表２）。

　また、ドクターヘリ・ドクターカーとの連携を考

え、病院船での初期治療開始時間として、ミュンヘ

ンモデルを用いて、時間的指標を 15( 分 ) と設定す

る。

　上記より、算出した 9㎞圏内を東京湾における病

院船の有効圏域として可視化を行う。

７.分析結果・考察

７．１.分析手法(Ⅰ)(Ⅱ)について

　病院を中心とした圏域の算出法では、病院から救

急車両の圏域の広がりに対して、既存の船着場を中

心とした圏域の算出法では病院船の拠点となる想定

場所として、現在利用されている船着場から救急車

図７　(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効圏域 図８　(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効圏域

両の圏域が広がりをもつ (図５,６)。

７．２.東京湾全域の(Ⅰ)(Ⅱ)について

　(Ⅰ)では、東京湾全域に有効圏域が広がっており、

千葉県と神奈川県では病院船の有効圏域が多重に重

なっていることから、一つの病院船の拠点から複数

の病院に搬送することが可能である。また、一つに

病院船の拠点を集約せずに、複数に拠点を計画した

場合、災害時に一つの拠点が使用が不可能となるに

しても、近隣の拠点から救急活動が可能である(図

７)。

　(Ⅱ)では、東京都、神奈川県の有効圏域では、沿

岸域に広がりが確認できる。千葉県は病院船の拠点

になりうる場所が少なく、千葉県南西部では圏域の

総数 圏域内 総数 圏域内 総数 圏域内 総数 圏域内 総数 圏域内
東京都 296 14 24 2 296 6 24 2 6 4
千葉県 133 24 11 2 133 7 11 1 14 4

神奈川県 156 23 18 3 156 15 18 2 20 9
合計 585 61 53 7 585 28 53 5 40 17

第二次救急医療機関 第三次救急医療機関 第二次救急医療機関 第三次救急医療機関 既存の船着場
(Ⅰ)既存の病院を中心とした施設数 (Ⅱ)既存の船着場を中心とした施設数

表３　各シミュレーションにおける施設数

覚知から　40～49分

覚知から　25分

覚知から　26～30分

覚知から　31～35分

覚知から　36～40分

病院船の有効圏域

救急車両の有効圏域

第二次救急医療機関

第三次救急医療機関

千葉市における救急
車両の 5 分の圏域

覚知から　40～49分

覚知から　25分

覚知から　26～30分

覚知から　31～35分

覚知から　36～40分

病院船の有効圏域

救急車両の有効圏域

第二次救急医療機関

第三次救急医療機関

千葉市における救急
車両の 5 分の圏域

N 0 1 2 4 8 12 16 20
（㎞）

広がりが狭いことがわかる。しかし、対岸である神

奈川県の病院船拠点からの圏域が広がっていること

から、県を越えた救急活動がにより、有効圏域が広

がる可能性をもつ。(Ⅰ)同様に圏域が重なり合って

いるところでは、一つの病院船の拠点から複数の病

院へ搬送することができ、近くにある拠点では、お

互いに補助し合うことが可能であると考えられる

(図８)。

７．３.ドクターヘリ・救急車両について

　北総病院のドクターヘリの出動記録からドクター

ヘリによる飛行圏内のガイドライン60㎞において、

40㎞～50㎞圏内は覚知してから25分以内の到着が可

能であり、君津中央病院からの飛行圏域は、千葉県

だけでなく東京湾沿岸部の病院に搬送できる可能性

があると考えられる。また、千葉市・船橋市ではド

クターカーシステムの導入により、ドクターヘリよ

りドクターカーや救急車両での搬送が有効であると

いえる。

そのため、(Ⅱ)での千葉みなと港・千葉港湾船橋港

での病院船拠点との連携によりスムーズな搬送が可

能であると考えられる。

８.まとめ

　(Ⅰ)では、新しく病院船の拠点と可能であると考

えられる、施設配置の提案を行った。(Ⅱ)での千葉

県の有効圏域が狭い。このことから、新たに必要な

配置場所の検討を行うことが可能となった。(Ⅱ)で

は、既存の船着場を病院船の拠点に利用するため

(Ⅰ)に比べて圏域内の病院や拠点の数が少なく、よ

り現実的な連携が可能であり、検討結果より病院

船・ドクターヘリと救急車両による連携図の作成を

することができた(図９,表３)。

　このことにより、異なる病院の船拠点による、2

つのタイプのシミュレーションにより、東京湾にお

ける病院船の有効圏域の可視化を行い、ドクターヘ

リと救急車両の実態圏域と重ね合わせることで病院

船・ドクターヘリと救急車両との地域間連携による

特性を分析し、比較・考察することができた。

　以上により、広域災害の備えと連動したドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設の

連携、また、東京都、千葉県、神奈川県との地域間

連携による東京湾における病院船を拠点とした施設

の適正配置を検討するための有効圏域の基礎資料を

提示することができた。
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１．研究背景と目的

　救急医療業務は、現在、国民の生活・生命を守る

上で不可欠なサービスとして国民生活に定着してい

る。救急医療において患者の生存率を改善するには

治療開始時間を出来るだけ早める必要がある。これ

に焦点をあてると、医師が救急車両に同乗するドク

ターカー*1)やドクターヘリ*2)はもとより今後の検討

課題として関心が持たれている病院船の場合、救急

現場に到着後、直ちに初期治療の開始ができ、医療

行為を続けながら患者搬送が可能と考えられる。

　病院船は「平成25年3月 災害時多目的船（病院

船）に関する調査・検討報告書」ⅰ)によると、海か

らのアプローチについて、これまで陸上からのアプ

ローチに比して検討が遅れがちであり、災害対応上

の手段としての船舶の活用を見ると、防災計画など

において決して主要な位置を占めているとは言えな

い。しかしながら、船舶の輸送力、船舶の有する多

目的に利用可能な空間、ライフライン機能の搭載や

備蓄機能等の船舶の自己完結性に鑑みれば、様々な

役割が期待される。地震や津波・洪水など広域自然

災害が発生した際には、あらゆる手段を総動員する

事が求められ、陸海空それぞれから被災地にアプ

ローチし、負傷者の救命、災害応急対策や被災地の

復旧などを早期に実現することが必要である。日本

では大規模な自然災害に対応できる医療機能を専用

とする病院船は存在しない。しかし、医療機能を有

する船舶として、海上自衛隊の輸送艦、補給艦等

(12隻)及び、海上保安庁の巡視船(2隻)があり、災

害対応を目的とする病院船ではなく、瀬戸内海巡回

診療船「済生丸」が稼動している（図1,表1）。

　以上を踏まえて、前述の災害が首都圏を中心に発

生した際、陸路の搬送が困難になることに備え、救

急医療の有効な圏域を距離に基づき可視化する。こ

れにより、東京湾に囲まれた複数の行政単位にまた

がる相互の補助・共同運用システムを提案すをもと

に、広域災害の備えと連動した救急医療のドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設と

の地域間連携による施設適正配置を検討するための

有効圏域の提示を目的とする。

２.既往研究

　ドクターカーシステムに関連して、ドクターカー

システムの先進的事例として千葉県船橋市における

ドクターカーペア出動システムの現状を明らかに

し、救急と医療との施設関連のガイドラインを提示

した（1994）［1］。

　千葉県千葉市における救急出動に関するデータを

もとに、救急医療情報システムによる有効性を出動

圏域の面積から明らかにした（2010）[2]。

 ドクターヘリに関連して、日本におけるドクター

ヘリ事業が模範しているミュンヘンモデル *3) を用

いて、日本医科大学千葉北総病院を中心とした千葉

県におけるドクターヘリと救急車両の連携の可視化

を行った（2013）[3]。

　病院船に関連して、東京湾沿岸部を対象地域とし

た病院船の配備や拠点における配置計画のガイドラ

インを提示した（2013）[4]。

　また、2つのシミュレーション分析からなる病院

船の有効圏域の可視化を行った（2014）[5]。

　参考文献ⅱ) においてわが国の病院船とその構想に

ついて病院船の規格や運営に関する検討を行ってい

る。コンピューター外科ⅲ) の領域でも病院船の導入

や配置計画を検討し成果を得ている。

　本稿は、東京湾を中心にとらえた地域単位での連

携による有効圏域の把握するとともに、災害時だけ

でなく平時の活用としても地域との連動が重要であ

ると考えられる。

　以上より、病院船・ドクターヘリ・ドクターカー

と救急医療関連施設との地域間連携による施設適正

配置を検討するための有効圏域の提示を目的とす

る。

３.研究対象地域

　本稿では、東京湾及び海域に位置する東京都・千

葉県・神奈川県を対象地域とする（図２）。

　北総病院は2001年10月1日にドクターヘリの運航

を開始し、千葉県のみならず茨城県と協定を結び同

県の南部地域までを飛行範囲としている。

本稿では、北総病院の出動記録*4)より得られた飛行

範囲を研究対象地域とする。また、2009年1月19日

より千葉県の君津中央病院でも配備されている（図

３）。

４.出動形式

４.１.ドクターヘリの出動形式

　ランデブーポイント(以下：ＲＰ)*5)における医師

と患者の早期接触が、初期治療の開始を早め、救命

率の向上に繋がることから、ドクターヘリ出動にお

いて欠かすことの出来ない救急車両とのランデブー

方式を採用している。

４．２.病院船の出動形式のシミュレーション条件

　ドクターヘリと救急車両とのランデブー方式をも

とに病院船と救急車両との出動形式を示す。消防本

部指令センターから同時に要請し、病院船は現場到

着とともに、初期治療を開始でき搬送中も治療を続

ける。一方、救急車両はＲＰである病院船拠点場所

に病院船到着前に到着し、円滑な患者の受け渡しが

可能である（図４）。

５. 分析手法の概要

　救急車両は地理的条件や道路網による影響や制約

を大きく受けていることから道路網を地域空間情報

としてとらえ、道路網を考慮した分析を行う必要が

ある。この分析は、ArcGIS*6)を用いて救急医療情報

システムにおける地域空間情報と関連した出動圏域

の可視化を行う。

　なお、本研究では国土地理院刊行の『数値地図　

25000（空間データ基盤）』を用いる。

　ドクターヘリがＲＰに到着するまでの時間は、基

地病院からの距離により大きく異なることから、各

市町村別にドクターヘリの飛行時間を算出する。

　救急医療業務における連動性を考慮した分析を行

う必要がある。この分析は、異なる病院船拠点想定

場所による2つのタイプのシミュレーションを行い、

それぞれの有効な医療圏域を可視化する。

(Ⅰ) 既存の病院を中心に捉えた有効性

　病院から病院搬送における救急車両の有効圏域を

可視化する。その有効圏域内の病院から近い海岸線

上を病院船拠点想定場所として、東京湾における病

院船の有効圏域の可視化を行う（図５）。

(Ⅱ) 既存の船着き場を中心に捉えた有効性

　現在、利用されている船着き場の施設（漁港・港

湾・フェリー乗り場）を病院船拠点想定場所として、

施設から病院搬送における救急車両の有効圏域を可

視化する。その有効圏域内に病院がある施設から、

東京湾における病院船の有効圏域の可視化を行う

（図６）。

６.分析条件

６．１.救急車両の有効圏域の算出法　　　　　　

　千葉県千葉市における救急車両の平均速度は

「0.43 ㎞ /min」である。

　また、カーラーの救命曲線から、本稿における時

間的指標として 5( 分 ) と設定する。

　上記より算出した 2.15 ㎞圏内が海岸線における

救急車両で病院に搬送する有効圏域として可視化を

行う。

６．２.病院船の有効圏域の算出法

　病院船の平均速度は、現在日本で使われている巡

視船の 40 ノット（72 ㎞ /h）と設定する（表２）。

　また、ドクターヘリ・ドクターカーとの連携を考

え、病院船での初期治療開始時間として、ミュンヘ

ンモデルを用いて、時間的指標を 15( 分 ) と設定す

る。

　上記より、算出した 9㎞圏内を東京湾における病

院船の有効圏域として可視化を行う。

７.分析結果・考察

７．１.分析手法(Ⅰ)(Ⅱ)について

　病院を中心とした圏域の算出法では、病院から救

急車両の圏域の広がりに対して、既存の船着場を中

心とした圏域の算出法では病院船の拠点となる想定

場所として、現在利用されている船着場から救急車

両の圏域が広がりをもつ (図５,６)。

７．２.東京湾全域の(Ⅰ)(Ⅱ)について

　(Ⅰ)では、東京湾全域に有効圏域が広がっており、

千葉県と神奈川県では病院船の有効圏域が多重に重

なっていることから、一つの病院船の拠点から複数

の病院に搬送することが可能である。また、一つに

病院船の拠点を集約せずに、複数に拠点を計画した

場合、災害時に一つの拠点が使用が不可能となるに

しても、近隣の拠点から救急活動が可能である(図

７)。

　(Ⅱ)では、東京都、神奈川県の有効圏域では、沿

岸域に広がりが確認できる。千葉県は病院船の拠点

になりうる場所が少なく、千葉県南西部では圏域の

千葉県

東京都

神奈川県

金田漁港

千葉みなと港

千葉港湾船橋港

浦安漁港

上総記念病院

萩原病院

井上記念病院

千葉みなと病院

谷津保健病院

船橋総合病院

順天堂大学病院

浦安中央病院

東京都フェリーターミナル 竹芝客船フェリーターミナルシンフォニー東京遊覧汽船

かめたや

京浜フェリー
ターミナル

クルージング横浜

横浜港大さん橋

マリンルージュ

柴漁港

金沢漁港

横須賀港

北下浦漁港

川崎南部病院

生麦病院

大口東総合病院

けいゆう病院

社会保険横浜中央病院

横浜市立みなと赤十字病院

本牧病院

横浜市立大学附属病院

金沢病院

済生会若草病院

横浜南共済病院

湘南病院

自衛隊横須賀病院

聖ヨゼフ病院

横須賀共済病院

各救急隊の
救急車両

病院に搬送

救急車両

RP

ドクターヘリ

病院に搬送

渡辺病院 東京労災病院 東京ハートセンター 大崎病院 第三北品川病院 木挽町医院

東京湾

図９　救急医療関連の連携対応

*1　日本大学大学院生産工学研究科　博士前期課程

*2　日本大学大学院生産工学研究科　教授・工博

＜謝辞＞
　本研究に際し、日本医科大学千葉北総病院救命救急センター松本尚先生及び、救急
センターの方々、ご協力頂きました方々及び機関に心から御礼を申し上げます。
　また本研究の一部は公益財団法人大林財団の平成25年度研究助成「首都圏における
防災・救急医療システムによる施設の適正配置」を受け実施したものである。

【注釈】
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　動した記録のみを有効資料とし、出動区分がランデブー以外の転院搬送、キャンセ
　ル、現場直近、その他、無記入であったものを除いた4369件を扱う。
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　ドイツにおいて確立されている、ドクターヘリが病院に待機し、出動要請から2分以
　内に医師と救急隊員を載せて離陸し現場へ向かう。飛行範囲は半径50km以内とし、
　15分以内に患者のもとへ到着。病院で患者を待つのではなく、その場で救急治療を
　行うというヘリコプター救急の基本理念。
*5)ランデブーポイント
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　場、公園や小中学校の校庭など事前に設定されており、ドクターヘリが安全に着陸
　可能な場所の確保が出来るように、ドクターヘリ法7条で関連機関の協力が求められ
　ている。
*6)ArcGIS
　米国カリフォルニア州Esri社の地理情報システムソフトウェア。
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広がりが狭いことがわかる。しかし、対岸である神

奈川県の病院船拠点からの圏域が広がっていること

から、県を越えた救急活動がにより、有効圏域が広

がる可能性をもつ。(Ⅰ)同様に圏域が重なり合って

いるところでは、一つの病院船の拠点から複数の病

院へ搬送することができ、近くにある拠点では、お

互いに補助し合うことが可能であると考えられる

(図８)。

７．３.ドクターヘリ・救急車両について

　北総病院のドクターヘリの出動記録からドクター

ヘリによる飛行圏内のガイドライン60㎞において、

40㎞～50㎞圏内は覚知してから25分以内の到着が可

能であり、君津中央病院からの飛行圏域は、千葉県

だけでなく東京湾沿岸部の病院に搬送できる可能性

があると考えられる。また、千葉市・船橋市ではド

クターカーシステムの導入により、ドクターヘリよ

りドクターカーや救急車両での搬送が有効であると

いえる。

そのため、(Ⅱ)での千葉みなと港・千葉港湾船橋港

での病院船拠点との連携によりスムーズな搬送が可

能であると考えられる。

８.まとめ

　(Ⅰ)では、新しく病院船の拠点と可能であると考

えられる、施設配置の提案を行った。(Ⅱ)での千葉

県の有効圏域が狭い。このことから、新たに必要な

配置場所の検討を行うことが可能となった。(Ⅱ)で

は、既存の船着場を病院船の拠点に利用するため

(Ⅰ)に比べて圏域内の病院や拠点の数が少なく、よ

り現実的な連携が可能であり、検討結果より病院

船・ドクターヘリと救急車両による連携図の作成を

することができた(図９,表３)。

　このことにより、異なる病院の船拠点による、2

つのタイプのシミュレーションにより、東京湾にお

ける病院船の有効圏域の可視化を行い、ドクターヘ

リと救急車両の実態圏域と重ね合わせることで病院

船・ドクターヘリと救急車両との地域間連携による

特性を分析し、比較・考察することができた。

　以上により、広域災害の備えと連動したドクター

ヘリ・ドクターカー・病院船と救急医療関連施設の

連携、また、東京都、千葉県、神奈川県との地域間

連携による東京湾における病院船を拠点とした施設

の適正配置を検討するための有効圏域の基礎資料を

提示することができた。
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Abstract
　Emergency medical operations have been established as an essential service in protecting people’s lives. The collapse 
of the local system of medical emergency transportation is a social problem that remains unresolved to date. This paper 
aims to describe a life environment model by which lives may continue to be protected.
　A joint operational system of mutually administrated auxiliary units in Tokyo Bay and surrounds is proposed. The 
aim would be the establishment of suitable services to manage widespread disasters by means of inter-regional coopera-
tion involving emergency medical related facilities and air ambulance, ambulance with attendant doctorambulance with 
attendant doctor, and hospital ships.
　In the study reported here, two simulation analyses were conducted based on assumed locations of a hospital ship 
base, and a valid medical sphere was visualized for each. In the first analysis, the existing hospital was taken as the 
center, and an effective sphere of emergency vehicle operation to and from the hospital was visualized. In this scenario, 
the coastline close to the hospital was assumed as the location of the hospital ship base, and the effective sphere of the 
hospital ship in Tokyo Bay was visualized. In the second analysis, the existing ferry was taken as a center, and the 
facilities currently used were assumed as the hospital ship base. Again, an effective sphere of emergency vehicle 
transportation from the facility to the hospital was visualized, and a visualization of the effective sphere of the hospital 
ship in Tokyo Bay was conducted.
　The first analysis shows the entirety of Tokyo Bay as the effective sphere. In contrast, the second analysis shows a 
narrow spread of the effective sphere in the Chiba Prefecture. Moreover, transportation would be possible from one site 
to multiple hospitals, thereby providing assistance across prefectures. The dispatch records of medical helicopters 
suggest that the distance would cause a delay in transportation due to remoteness and the road network. In the south-
western part of the Chiba Prefecture, the spheres of the hospital ship and air ambulance are both narrow, suggesting that 
initial treatment might be delayed.
　As mentioned above, based on the two potential hospital ship bases, two simulations were conducted and the 
corresponding effective spheres of the hospital ship in Tokyo Bay were visualized. By superimposing the actual sphere 
of the air ambulance and emergency vehicles, the characteristics required of the suggested regional cooperation among 
the emergency services could be analyzed for further discussion. On the basis of the analysis described above, sugges-
tions for inter-regional cooperation among the Tokyo, Chiba, and Kanagawa prefectures for widespread disaster 
management involving medical emergency related facilities, air ambulance, ambulance with attendant doctor, and 
hospital ships, as well as plans for the optimal location of the facilities in Tokyo Bay, are presented.
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